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答  申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）２５条２項の規定に基づく各保護変更決定処分に係る各

審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件各審査請求の趣旨は、○○福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、請求人に対し、令和元年５月２２日付けの保護変更決定通

知書により行った保護変更決定処分（変更日を同年６月１日、収入充

当額を１２１，６００円として、同年６月分の保護費を９６，４００

円とするもの。以下「本件処分１」という。）及び令和元年７月１８

日付けの保護変更決定通知書により行った保護変更決定処分（変更日

を同年５月１日、収入充当額を１０４，８１４円として、同年５月分

の保護費を、同処分による変更前に支給済みであった額から１０４，

８１４円減額するもの。以下「本件処分２」といい、本件処分１と併

せて「本件各処分」といい、それぞれの処分通知書を「本件各処分通

知書」という。）について、それぞれその取消しを求めるというもの

である。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、以下のことから、本件各処分の違法性・不当性を主張し

ている。 

本件処分１及び処分２において、処分庁は長男の収入を稼働収入と
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して認定しているが、請求人は、令和元年５月１７日、長男と共に○

○福祉事務所に来所し、生活保護法２４条に基づく保護の変更の申請

を行ったところ、同事務所職員が一方的に話合いを打ち切ったことに

より、同条の申請権が侵害されたのであるから、このような背景を下

に行われた本件処分１及び処分２は違法であり、取り消されるべきで

ある。 

   また、長男の稼働収入認定を基に行われた本件処分１及び処分２

は、生活保護法５６条で定める「不利益変更の禁止」に反し違法であ

る。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

   本件各審査請求はいずれも理由がないから、行政不服審査法４５条

２項の規定を適用して、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。    

    年 月 日 審 議 経 過 

令和 ２年 ５月 ８日 諮問 

令和 ２年 ６月 ４日 請求人から主張書面を収受 

令和 ２年 ８月２４日 審議（第４６回第１部会） 

令和 ２年 ９月２４日 審議（第４７回第１部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

  審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結

果、以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

(1) 保護の補足性及び保護の基準についての法の定め 

保護の補足性について定める法４条１項によれば、保護は、生活
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に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるもの

を、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として

行われるとされている。 

また、法８条１項によれば、保護は、厚生労働大臣の定める基準

により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭

又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うも

のとするとされており、保護費は、上記保護の基準に従って、要保

護者各々について具体的に決定されるものである。 

(2) 保護基準についての定め 

法８条１項の規定に基づいて保護の基準を定めた「生活保護法に

よる保護の基準」（昭和３８年４月１日厚生省告示第１５８号。平

成３０年９月４日厚生労働省告示第３１７号による改定後のもの。

以下「保護基準」という。）においては、法１１条１項各号に掲げ

られている扶助の種類ごとに、要保護者の年齢別、世帯構成別、所

在地域別などに分けたうえ、各世帯に具体的に保護を実施する場合

に、実施機関が依るべき基準を設定している。 

(3) 職権による保護の変更についての法の定め 

法２５条２項及び同項が準用する法２４条４項の規定によれば、

保護の実施機関は、常に、被保護者の生活状態を調査し、保護の変

更を必要とすると認めるときは、速やかに、職権をもってその決定

を行い、書面をもって、これを被保護者に通知しなければならず、

当該書面には、決定の理由を付さなければならないとされている。 

(4) 届出の義務についての法の定め 

法６１条によれば、被保護者は、収入、支出その他生計の状況に

ついて変動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉

事務所長にその旨を届け出なければならないとされている。 

(5) 次官通知 

ア 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３６年４

月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次官通
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知」という。）の第８・１・(1)・イによれば、要保護者の収入

に関する申告について、当該被保護世帯の収入に変動があったこ

とが推定され又は変動があることが予想されるときには、申告を

行わせることとされており、また、次官通知の第８・２によれば

収入の認定は月額によることとし、収入がほぼ確実に推定できる

ときはその額により適切に認定することとされている。 

イ また、次官通知の第１０は、「保護の要否及び程度は、原則と

して、当該世帯につき認定した最低生活費と、第８によって認定

した収入（かっこ内略）との対比によって決定すること。」と定

めているところ、次官通知の第８・３・(1)・アによれば、勤労

（被用）収入について定めており、それによれば、官公署、会

社、工場、商店等に常用で勤務し、又は日雇その他により勤労収

入を得ている者の収入については、基本給、勤務地手当、家族手

当及び超過勤務手当等の収入総額を認定すること（同・(ｱ)）、

勤労収入を得るための必要経費としては、勤労に伴う必要経費と

して「基礎控除額表」（次官通知第８・３・(4)別表）の額を認

定するほか、社会保険料、所得税、労働組合費、通勤費等の実費

の額を認定すること（同第８・３・ア・(ｲ)）とされている。 

ウ なお、上記基礎控除額表によれば、収入金額別で、「１４７，

０００円～１５０，９９９円」の区分において、勤労に伴う必要

経費として認定すべき額は、２８，４００円とされ、「１９５，

０００円～１９８，９９９円」の区分において、勤労に伴う必要

経費として認定すべき額は、３３，２００円とされ、収入金額が

２３１，０００円以上の場合は、収入金額が４０００円増加する

ごとに、４００円を控除額に加算するとされている。 

 (6) 「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月

１日付社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」とい

う。）の第８・１・(1)・ア・(ｱ)によれば、勤労収入の取扱いにつ

いて、常用で勤務している者の収入については、本人から申告させ
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るほか、給与証明を徴することとし、給与証明書を徴することを適

当としない場合には、給与明細書等をもってこれに代えても差しつ

かえないこととされている。 

(7) なお、次官通知及び局長通知は、いずれも地方自治法２４５条の

９第１項及び３項の規定に基づく処理基準である。  

２ 以上を前提に、本件について検討する。 

(1) 本件処分１について 

ア 処分庁は、従前より、請求人世帯に対する保護を実施していた

ころ、平成３１年４月１０日、請求人から本人の収入申告書の提

出を受けるとともに、同申告書に同封されていた長男の給与支給

明細書の写し（給与期間を平成３１年０４月０１日～０４月３０

日、支給年月日を「平成３１年４月１６日」、「給与支給総額」

を「１９７，１６０」円とするもの）を受けたことを契機に長男

が同日から就職した事実を把握し、同年５月２２日、上記給与明

細書を基に長男の同月６月の収入見込み額を１５万円とし、同年

６月１日を変更日として、請求人世帯による保護の実施内容を変

更する本件処分１を行ったことが認められる。 

   イ  そして、本件処分１通知書には、「保護変更年月日」は「令和

元年６月１日」、「保護変更の理由」は「・稼働収入の認定」と

記載され、「この決定による保護費」について、「最低生活費」

「２１８，０００」円、「収入充当額」は「１２１，６００」

円、「保護費」（最低生活費から収入充当額を減じた額）は「９

６，４００」円と、それぞれ記載されていることが認められる。 

ウ  以上によれば、本件処分１は、上記１の法の各規定、保護基

順、次官通知及び局長通知などに則ってなされたものと認めら

れ、また、処分の理由も正しく付記されており、違算もないもの

と認められる。なお、本件処分１は、長男の収入について見込額

をもって認定しているところ、その後、請求人から令和元年７月

１８日提出された給与支給明細書の写し（給与期間を平成３１年
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０５月０１日～０５月３１日、給与支給総額を「１９７，１６

０」円、支給年月日を令和元年５月１６日とするもの）をもと

に、収入充当額を再計算し、本件変更処分により、１，５６６円

の限りで追給されており、同変更処分は長男の収入を正確に反映

したものであり、その計算に違算は認められない。 

(2) 本件処分２について 

  ア 令和元年７月１８日、処分庁は、請求人から長男の給与支給明

細書の写し（給与期間を平成３１年０４月０１日～０４月３０

日、支給年月日を平成３１年４月１６日、「給与支給総額」を

「３３４，５２０」とするもの）の提出を受け、これを基に計算

された保護変更決定通知書には、「保護変更年月日」は「令和元

年６月１日」、「保護変更の理由」は「・稼働収入の変更」と記

載され、「この決定による保護費」について、「最低生活費」は

「２１８，０００」円、「収入充当額」は「１０４，８１４」

円、「既支給額」には「２１８，０００」円、「保護費」（最低

生活費から収入充当額及び既支給額を減じた額）は「－１０４，

８１４」円、「返納額」は「１０４，８１４」円と、それぞれ記

載されていることが認められる。 

 イ 請求人世帯は、既に５月１日に同月分として２１８，０００円

の保護を受けているところ、本件処分２は、同月分の保護費につ

いて新たに収入認定を基に計算し直したものであり、その結果、

上記収入充当額に相当する額が過大支給となることから、請求人

において、同額を○○市に対して返納すべき義務を負うこととな

るというものである。 

ウ  以上によれば、本件処分２は、上記１の法の各規定、保護基

順、次官通知及び局長通知などに則ってなされたものと認められ

る。そして、処分の理由も正しく付記されており、違算もないも

のと認められる。 

３ 請求人の主張についての検討 
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(1) 請求人は、令和元年５月１７日、○○福祉事務所職員が一方的に

話合いを打ち切ったことから、かかる事情のもと行われた本件各処

分は違法である旨主張するようである。 

しかしながら、同日、請求人及び長男が○○福祉事務所に来所

し、同所職員と何らかの話合いが行われた事実は認められるもの

の、職員が一方的に席を離れ、話合いを打ち切った事実については

確認できない上、仮に請求人主張のとおり、職員が一方的に話合い

を打ち切ったことが認められる場合について付言すれば、かかる事

実があったとしても、その際、どのような話合いが行われたか、ま

た、いかなる理由で話合いを打ち切ったのか等その内容は不明なの

であるから、かかる事実をもって本件各処分が違法又は不当である

とする理由となるものとは認められない。 

(2) また、請求人は、本件各処分が不利益変更の禁止（法５６条）に

反し違法である旨主張するところ、法５６条は、「正当な理由」な

く保護を不利益に変更することを禁じたものであることから、本件

各処分に「正当な理由」があるかについて、以下検討する。 

この点、法４条は、「保護は、生活に困窮する者が、その利用し

得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持

のために活用することを要件として行われる」と定め、生活の維持

は本来国民の自己責任で行われるべきことを前提とし、何らかの事

情により最低限度の生活の維持ができない場合に初めて保護を行う

ことを定めた規定であるところ、既に保護を受けている者について

利用し得る資産や収入が新たに判明した場合に、保護費等の減縮を

行うことは法の許容するところというべきである。そして、この場

合に、法２５条２項に基づき保護の実施機関が被保護者の生活状態

を調査し、保護の変更を行う事は「正当な理由」があるというべき

である。 

以上を前提に本件を検討する。処分庁は、遅くとも平成３１年４

月１０日、請求人から長男の給与支給明細書の写しを受け取ってお
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り、この時点で初めて長男の収入があったことを把握したといえる

（なお、請求人は、同年３月の時点で○○福祉事務所職員に電話で

長男の就職について連絡をしており、係る時点で就職の事実を把握

したと主張するようであるが、就職の事実を知ったからといって当

然に具体的な収入の認定はできないのであるから、請求人の主張は

失当である。）。そして、この時点で請求人及び長男に対する世帯

分離は解除されているのだから（すなわち、同一の世帯なのである

から）、長男の給与を請求人が利用し得る新たな収入と認定し、請

求人世帯に対する保護を変更することも「正当な理由」があるとい

える。 

また、本件処分２についても、同年７月１８日に、長男の５月分

の給与支給明細書が提出されており、かかる新たな収入を請求人世

帯の収入として認定することは「正当な理由」がある。 

そして、上記２・（１）及び（２）で記したとおり、本件各処分

は、法や保護基準で定める要件に該当する変更なのであり、不利益

変更の禁止に反せず、違法又は不当があるとは認められない。 

４ 上記以外の違法性又は不当性についての検討 

上記２及び３に述べた以外の点においても、収入認定等に係る請求

人の主張があるものの、これを裏付ける具体的な立証はなく、本件各

処分において違法又は不当があるとは認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。 

 よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

髙橋滋、千代田有子、川合敏樹 

 


